
一般質問通告書 

 

 岩美町議会会議規則第６１条第２項の規定により、一般質問したいので通告します。 

 

                          令和２年 ６月 ２日 

 

岩美町議会議長 足立 義明 様 

 

                  岩美町議会議員  杉村 宏    印 

 

記 

 

質 問 事 項 質  問  要  旨 

１．コロナ財源は所得再配分

で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルスによる、１００年に一度とも言わ

れている感染症の世界的大流行が、人類の生命と経済に

大打撃を与えている。その対策を実行するにあたって、

日本国は、赤字国債を財源として特別定額給付金等の事

業を行っている。町の対策も、ほぼ、国庫補助金や新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を財源

とするものだ。 

１、当町の特別定額給付金事業の速やかな交付は喜ば

れている声をよく聴く。そのことは良しとしながらも、

コロナ財源は、負担を次世代に先送りするのではなく、

復興特別所得税のように、基本所得税額に対し一定割合

の税率を乗じ算出するような財源を創出し、このような

時こそ、消費税のような逆進性の高い税ではなく、所得

に応じ負担する税の所得再配分機能を強化させるよう

国に対し意見しないか。 

２、町の対策事業の財源について、令和３年度から何

年度かに渡り、町民税に対して一定割合の税率を乗じる

ような財源を創出するよう検討しないか。 

＊ 「要旨」であるためには、少なくとも内容についての具体性がなければならない。 

「何々一般」というようなものは、要旨にはならない。 



質 問 事 項 質  問  要  旨 

２．快速便は補助路線から外

すべき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩井地区を通行していないにもかかわらず岩井快速

便として、鳥取駅から岩美駅間の高規格道路を利用し時

間を短縮した民間路線バスが平成３０年１０月から運

行され、鳥取県の広域バス路線維持費補助金の対象とさ

れ、当町も昨年度２１３万円の負担を行っている。 

そして、昨年１０月から本年９月までを補助対象期間

とし、生活交通路線として必要なバス路線を実質的に決

定する地域協議会（生活交通確保に係る地域協議会東部

分科会）が、今月１９日に開催される。 

１、この路線の運行開始について、沿線自治体である岩

美町や鳥取市は事業者に対して要望を行ったのか。 

２、昨年６月１５日に行われた同協議会で、生活交通路

線として必要なバス路線とされた理由は何か。町は意見

を表明したのか。 

３、利用状況は一便あたりの平均で０．７人であり、そ

の多くは岩美町民ではないようだ。町民の利用実態をど

うとらえているか。 

４、この路線は、岩美町民にとって実績・現状、そして

今後当面の間も、生活交通路線として必要なバス路線で

はないと考えるがどうか。 

５、快速便は補助路線から外すべきと考えるが、地域協

議会（生活交通確保に係る地域協議会東部分科会）にお

いて、岩美町として、どのような意見を述べようとする

のか。 

 

 

＊ 「要旨」であるためには、少なくとも内容についての具体性がなければならない。 

「何々一般」というようなものは、要旨にはならない。 



質 問 事 項 質  問  要  旨 

３．「町政の見える化」の推

進を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．税条例改正の理由は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「協働のまちづくり予算」事業提案で、２年続けて「町

政の見える化」が提案されている。提案内容は民主的な

運営を行うべき行政が当然に行うべき内容がほとんど

だと考えるが、引き続き検討するとされている。 

１、委員会や審議会の議事概要について、開示できる範

囲内で公開するよう検討するとあるが、秘密会とされる

もの以外、すべて開示すべきではないか。 

２、平成２８年９月に、議員と同じ情報を町民にもとし

て質問し、議会と協議するとされているが、その後、協

議はなされたのか。経過はどうか。 

３、３年連続の提案をいただくことは、岩美町行政の恥

だと考える。本年中に推進させないか。 

 

 

令和２年５月２９日に提案された岩美町税条例等の

一部改正についての専決処分の承認議案質疑の中で、答

弁不充分部分があり再度お聞きする。 

１、固定資産の使用者を所有者とみなして課する場合、

あらかじめ、当該使用者に通知しなければならないと改

正されたが、改正前も同様に、使用者に賦課できる条文

にもかかわらず、町の業務を増加させる内容の専決処分

を行った必要性は何か。 

２、この通知を行わなかった場合、課税行為は無効とな

るか。また、通知行為を行ったことを納税義務者に対し

てどのように証明するのか。 

３、現所有者の申告が期限までに提出なされなかった場

合、どの年度から賦課されるのか。 

 

＊ 「要旨」であるためには、少なくとも内容についての具体性がなければならない。 

「何々一般」というようなものは、要旨にはならない。 


